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小型･可搬型の接地抵抗計を用いた太陽光発電設備の接地抵抗測定技術に関する実験 

1. 概要 

太陽電池モジュールとその支持物（架台および基礎）で構成される太陽光発電設備の非充

電の露出導電性部分は、接地電極との接続および設備内での等電位ボンディングにより、大

規模かつ複雑な接地体（接地抵抗を測定する対象物）となっている。接地電極の構造が単純

あるいは小規模な場合は、接地電極を設備側と分離して接地抵抗を測定することで、電極と

接続する設備の接地抵抗の最大値を確認することができる。しかし、接地電極自体が大規模

あるいは複雑な場合、また分離が困難な場合や太陽電池モジュールや支持物に対する接触

電圧を確認する場合などで電極と設備を接続した状態での測定が必要な場合は、接地体の

設備規模（対角距離など）の数倍程度離れた位置に測定用の補助電極を設置する必要がある

とされており、大規模な測定装置の導入や補助電極の設置場所の確保、測定装置との電気的

な接続などが難しい場合がある。 

本資料では、大規模な太陽光発電設備の保守点検時等において、市販の小型･可搬型の接

地抵抗計を用いた測定時の留意点および接地抵抗値を推定する方法も参考として紹介する。 

2. 一般的な接地抵抗測定 

 接地抵抗を測定する方法は、電位降下法（Fall-of-potential method：FOP 法）が最も一般的

である 1)。また、測定対象の接地抵抗値は、FOP 法により測定された抵抗値の空間分布にお

いて Flat slope 法を適用して決定することが広く行われている 2~7)。 

太陽光発電設備の接地極は意図せず大規模で複雑な構造になっている場合もあり、Flat 

slope 法を適用するためには、測定用の補助電極の設置位置について、直線上以外の配置や

補助極の間隔を広げるなど、測定機器の取扱説明書から逸脱した工夫が必要な場合もある。

本資料では、接地抵抗測定には日置電機（株）製の接地抵抗計 FT6031 および補助接地極

L9840 を使用した。 

3. 接地抵抗の測定方法の原理 

FOP 法の原理では、地表面に設置された接地極（E 極）から周囲の地表面および地面内部

に向かって等方的に電流を無限遠まで通電する系を想定する。このとき、無限遠に設置され

た電圧補助極（S 極）によってのみ E 極の接地抵抗（正確には E 極と無限遠との電位差）の

最大値（真値）が測定可能で、有限距離に設置された S 極で測定できる抵抗値は真値よりも

小さくなる（図 3-1（a））。ところが、実際の測定では大地を経由して E 極に電流を通電す

る電流補助極（H 極）も有限距離に設置するため、接地抵抗を測定する空間（地表面）内で

は E 極の接地抵抗に H 極の接地抵抗が重畳する。このため、E 極と H 極の間にある曲線上

に「真値と同じ抵抗値」を示す場所が現れる（図 3-1（b））2,3,7)。実際の測定現場において、

これらの場所を特定することは困難であるが、抵抗値の空間分布における変化量が小さい



2 
 

領域は、真値よりもやや小さい E 極の接地抵抗に対して僅かに H 極の接地抵抗が重畳した

状態と推定できる。そのような領域は真値と同じ抵抗値を示す場所を含んでいる、もしくは

そのごく近傍にあり、その領域内で測定された抵抗値は真値に程近いとするのが Flat slope

法の考え方である。ここで重要なことは、Flat slope 法が適用できる領域は E 極と H 極を結

ぶ直線上だけに存在するのではなく、地表面上では 2 次元的な領域として広がっており、E

極と H 極を結ぶ任意の曲線上に存在することである（図 3-2）。 

 

 

（a）理想的な測定（b）現実的な測定 

図 3-1 FOP 法における接地抵抗の 2 次元空間分布の概略図 
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図 3-2 E-H 線のうち S電極による接地抵抗測定の概略図 

(1) 電圧極（S 極）を設置できる位置 

E 極と H 極の両極から適度に離れた位置には、Flat slope 法が適用できる（抵抗値の空間

分布における変化量が小さい）領域が地表面上で 2 次元的に広がっている。その領域内に S

極を設置することで真値に近い接地抵抗値を測定可能であることから、S 極は必ずしも E 極

と H 極を結ぶ直線上に設置する必要はない 3~5)。これについて、産業技術総合研究所福島再

生可能エネルギー研究所（FREA、福島県郡山市）の敷地内で検証実験を行った。接地極お

よび接地補助極として日置電機 L9840 を使用し、S 極の配置を以下の 3 通りに変化させた

場合に E 極の接地抵抗を測定した。 

 

（a）H-E 極を結ぶ線分を内分する配置 [標準式] 

（b）H-E 極を結ぶ線分を外分する配置（E 極が中央） 

（c）H-E 極を結ぶ直線上以外に配置 

 

 

図 3-3 電極配置と E 電極の接地抵抗の測定結果の概略図 
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電極配置の概要の模式図および E 極の接地抵抗測定値および測定時刻を図 3-3 に示し、測定

結果の時系列を図 3-4 に示す。配置（b）と（c）で約 1Ωの差が見られるが、配置（a）の測定値

の経時変化と連続性を示していることから、測定値には配置の違いによる顕著な差は生じない

ことが確認された。 

図 3-5 には、半球状の電流電極の周囲の接地抵抗分布の概略図を示す。理想的な測定で得られ

た値と同じ値が、電流電極の周りの閉じた曲線上に現れている。なお、S 極の設置位置について

「∠HES が 30°以下であれば誤差の小さい測定が可能」との誤解がある。これは、半球状電極を

用いた場合の計算において、真値と同じ抵抗値を示す場所が H 極を囲む閉曲線上に現れ、その

閉曲線の広がりが直線 EH に対して最大で 28.95°になることに由来していると考えられる 3,7)。 

 

図 3-4 E 電極の接地抵-時間の関係 

 

図 3-5 半球状の電流電極の周囲の接地抵抗分布の概略図 

 



5 
 

(2) 電流極（H 極）による接地抵抗の重畳量 

 H 極の抵抗値について空間分布（いわゆる抵抗区域）を定量的に見積もる。H 極の電極形

状を図 3-6 に示すような下端が半球状の円柱形とし、上端が地表面と同じ高さになるように

埋設する。 

 

 
図 3-6 電極形状 

 

ここで、電極表面から垂直に無限遠に向かって電流が流入出する系を考えると、電極の回転

対称軸と地表面との交点を原点として、原点から距離 b[m]の位置で測定される H 極の接地

抵抗値 RH（b）[Ω]は、大地抵抗率 ρ[Ω･m]、電極の円柱部の長さ L[m]、円柱および下端半球

の直径 d[m]を用いて式（3.1）で表せる 8)。 

𝑅𝐻ሺ𝑏ሻ ൌ
𝜌

2𝜋𝐿
lnቆ

1൅
2𝐿

𝑑

1൅
𝐿

𝑏

ቇ …………………………………………………………（3.1） 

 

 式（3.1）では無限遠（b→∞）で H 極の接地抵抗値となるが、無限遠での値をゼロとして

電極表面で接地抵抗値が得られる系に変換すると、式（3.1）は次のように記述できる。 

𝑅𝐻ሺ𝑏ሻ ൌ
𝜌

2𝜋𝐿
ln ቀ1 ൅

𝐿

𝑏
ቁ …………………………………………………………（3.2） 

 

このとき、電極表面（b=d/2）での抵抗値は次式となる。 

𝑅𝐻 ቀ
𝑑

2
ቁ ൌ 𝜌 ∙

1

2𝜋𝐿
ln ቀ1 ൅

2𝐿

𝑑
ቁ ……………………………………………………（3.3） 

 

 式（3.3）において、右辺の ρを除く項は電極の形状のみに依存する項（形状因子：f）で、

日置電機（株）製の補助接地極 L9840（L=23.5cm、d=6mm）では 2.96 程度になる。左辺に

実測した H 極の接地抵抗値 RH を採用すると、大地抵抗率が概ね次式で見積もれる。 

 

𝜌 ൌ 𝑅ு/2.96  ………………………………………………………………………（3.4） 
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ここで、電極から十分遠方（b≫L）における式（3.2）の近似式と式（3.4）を用いると、距

離 b[m]における H 極からの接地抵抗の重畳量は以下のように見積もれる。 

 

𝑅𝐻ሺ𝑏ሻ ≅
𝜌

2𝜋

1

𝑏
ൌ

𝑅𝐻

18.6

1

𝑏
 ……………………………………………………………（3.5） 

 

 例えば、H 極の接地抵抗値が 200Ωであった場合、H 極と S 極の間隔が 10m であれば、S

極で測定された E 極の接地抵抗値には概ね 1Ω 程度の H 極による重畳分が見込まれる。

FREA 内で実施した測定における RH=190Ω および 140Ω の場合の RH（b）について、電極

からの距離依存性の結果を図 3-7 に示す。E 極の測定値に重畳した量は S-H 極間の距離 b に

概ね反比例しているが、H 極から 10m の距離付近における重畳量はいずれも 0.5Ω程度であ

る。これは形状因子 f が約 2 倍程度大きいことに帰着できることから、式（3.2）の関係より

電極と大地との接触状態の善し悪しを反映する格好で電極の有効長が半分程度であったた

めと考えられる。 

 

 

図 3-7 H 電極による E電極への重畳量と接地抵抗（プロットは測定値、線は計算値） 

 

 太陽光発電設備の接地抵抗が数～10Ω程度であれば、H 極の接地抵抗値が数 100Ω程度で

も S-H 極間を 20m ほど確保することで H 極による重畳量を相対的に小さく（概ね 10%以下

を期待）できるため Flat slope 法による抵抗値の決定は比較的容易であるが、抵抗値がより

小さい太陽光発電設備の場合、測定の精度を維持するためには、S-H 極間の距離を広げて重

畳分を減らす必要がある。これらを考慮して、測定の目的に応じた精度と電極間の距離を設

定することが望ましい。 
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4. 太陽光発電設備での接地極の形態 

 太陽光発電設備では集中極を施設するのが一般的である。また、太陽電池モジュールを支

持する架台は金属製材料のみ、あるいは金属製材料とコンクリートによる構造物であるも

のが多く、これらは大地と電気的に接続している場合も多い。このとき、太陽電池モジュー

ルの非充電金属部と金属架台を接続する、あるいはこれらが接触することで、集中極を経由

する以外の経路でも接地の機能が発現し、集中極と架台による並列極が形成される。並列極

が近接している領域では、各電極の近傍である効果と複数電極が並列接続している効果の

相乗により、太陽光発電設備領域内で測定される接地抵抗値は、太陽光発電設備から十分遠

方で測定される接地抵抗値と比較して著しく小さい値となる。 

(1) 接地極の並列性 

 架台を構成する材料やその構造は多岐にわたるが、代表的な架台構成について図 3-8（a）

～（d）に例を示し、その並列性について述べる。 

 

 
図 3-8 太陽光発電設備の架台、フレームと地盤の接合部の例 

 

a）スクリュー杭･単管（金属鋼管）などを直に大地に打ち込む架台（図 3-8（a））では、金

属と大地が直に接することで、架台脚の各々が大地と比較的良好な電気的接続を確立す

るため並列性は高い。ただし、各脚の導電性は必ずしも均一ではない。 

 

b）金属鋼材をコンクリート打設した架台では、大地とコンクリートの間、並びにコンクリ

ートと金属鋼材の間で密着性は高く、接触面積もある程度確保できることから、架台脚

の各々が大地と比較的良好な電気的接続を確立できて並列性は高い。FREA に設置され
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ているコンクリート打設された架台脚の単脚（コンクリート部：直径 50cm×地中深さ

140cm、一辺が約 10cm のコの字型鋼材がコンクリート部に 45cm 埋没、図 3-8（b））

の例では、接地抵抗値は 28Ωであった。 

 

c）根入れコンクリート基礎へ金属鋼材をボルト固定した架台では、根入れコンクリート基

礎と大地とは接触面積も大きいため比較的良好な電気的接続が確立されるが、鋼材とコ

ンクリートの接続は接触面積が小さい上に密着性も良くないため並列性は高くない。た

だし、偶発的に電気的に良好な接続が確立されている場合や、雨水等の侵入により接続

状況が改善する場合もあり、長期的には不安定であるが並列性を有すると考えるのが無

難である。なお、コンクリートに埋め込まれたボルトではコンクリートとの接触面積が

小さい場合が多く、導電性はあまり期待できない。FREA 内に設置されている根入れコ

ンクリート布基礎架台（東西幅：約 20m、南北幅：約 0.8m、図 3-9（a））について接地

抵抗を測定したところ、コンクリート基礎部の接地抵抗値は 3.6Ω程度であったが、金属

鋼材部とコンクリート部の接続部（金属部の断面積：12cm×11cm、図 3-9（b）、1 基礎

あたり 9 カ所の並列接続）は比較的電気的接続が良好な架台で 2.4Ω、比較的電気的接続

が不良な架台で 212Ω と見積もられた。また、比較的電気的接続が不良であった架台の

接続部に水を注入したところ 74Ωまで抵抗値が低下した。 

 

 

図 3-9 根入れコンクリート基礎とコンクリート基礎と金属鋼材の接合部 

 

d）コンクリート置き基礎へ金属鋼材をボルト固定した架台では、鋼材とコンクリートとの

接続については前項同様に不安定な並列性で、さらにコンクリートと大地との接続は根

入れ基礎ほどの密着性が期待できないため、並列性はさほど考慮する必要はないと考え

られる。ただし、基礎の大きさや数、さらに天候や気候によっては補助的に寄与する場合

もあり得ることは覚えておきたい。コンクリート置き基礎と大地の接続の例として、福島

県内の太陽光発電設備で使用されていた置き基礎（幅 3m×奥行き 2.5m×高さ 0.6m、図

3-10）について、基礎部上面から見た接地抵抗値は約 32Ωと見積もられた。 

また模擬例として、FREA 玄関前に設置されているバス停標識柱（コンクリート基礎：

直径 50cm、金属製の L 字型鋼材が埋め込み）の接地抵抗の温度依存性を測定した結果、

コンクリート基礎の温度上昇に伴って日中に 1270Ω程度まで抵抗値が減少したが、温度

が低下する夜間や早朝には測定器の検出限界である 2000Ωを超えており、抵抗値の絶対

値および日変動幅が大きくなる傾向にあった。 
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図 3-10 太陽光発電設備のコンクリートの置き基礎 

(2) 電流極の設置位置 

 FREA 内の 250kW-太陽光発電設備（架台脚の接地領域：東西 43m×南北 112m、コンクリ

ート打設の架台脚：図 3-6（2）×396 本、すべての PV モジュールおよび架台は等電位ボン

ディングで連結、設備西側の建屋内に集中極を施設）において、太陽光発電設備敷地の内外

に H 極を設置して接地抵抗測定を実施した。設備の南西の角から 12m 北側の架台脚に E 極

を接続した。E 極に対して、西へ 81m、南へ 33m、東へ 8m（太陽光発電設備敷地内）、東

へ 30m（太陽光発電設備敷地内）の位置にそれぞれ H 極を設置した場合に、E 極に対して

西側に設置した S 極（E 極から 3m、10m、50m）により接地抵抗を測定した。この事例につ

いて、電極の設置位置の概略図および測定結果を図 3-11 および図 3-12 に示す。H 極が南

33m（太陽光発電設備端からは 21m）では、S 極が太陽光発電設備から西へ離れるにしたが

って、0.2Ω程度で収束する傾向を示した。西 81m では太陽光発電設備近傍において南 33m

と同傾向であったが、S 極が 50m の位置では H 極の抵抗値が 0.05Ω 程度重畳した。東 30m

では、収束値が 0.1Ω程度を示した。これは、H 極が並列極と見なされる架台脚により囲ま

れることで太陽光発電設備敷地外への通電量が減少し、S 極付近での電位差が減少したため

と考えられる。また、東 8m では H 極の抵抗値が重畳することで、太陽光発電設備から遠ざ

かるほど抵抗値が減少して見えた。 

 

 
図 3-11 太陽光発電設備の接地抵抗を測定するプローブ配置の概略図 
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図 3-12 太陽光発電設備の内外に設置した電流プローブによる接地抵抗の測定結果 

 

この事例のように架台脚による接地の並列性が高い場合、H 極を架台脚の近傍（特に太陽

光発電設備敷地内）に設置すると、H 極と近接する一部の接地極との間に偏った電流が流れ

るため、H 極からの電流や接地システムへ電流が等方的に流入出するという電流経路が成

立せず、FOP 法の原理が成立しない。したがって、H 極の抵抗値が有意に重畳する領域に E

極が存在しないことを H 極からの電流の流入出の等方性が近似的に成り立つ条件と仮定し

て、重畳量が十分小さくなる距離を式（5）によって見積もり、少なくとも見積もった距離

分だけ太陽光発電設備敷地外へ離れた位置に H 極を設置して測定を実施するのが適当と考

えられる。接地システムの抵抗区域外に H 極を設置するのが理想であるが、実現不可能な

場合もあるため、要求する測定精度を把握した上での作業が必要である。 

なお、架台脚による接地の効果が顕著ではなく並列性が乏しい場合は、集中極について太

陽光発電設備敷地内を含む任意の場所で FOP 法による測定に Flat slope 法を適用して接地抵

抗値を決定すれば良い。 

5. 双曲線近似による絶縁抵抗値の推定 

 棒状電極の抵抗値は電極から十分離れた位置では半球状電極と同様に電極からの距離に

反比例して収束値に漸近すると見なせる。また、これまでの経験ではどの規模の接地体でも

同様の傾向は見られる。これは並列極を構成する各々の極が距離に反比例して収束する傾

向を有することに起因すると考えられる。そこで、接地抵抗値の空間分布 R（b）[Ω]が距離

b[m]に反比例する形で近似できると仮定する。 

𝑅ሺ𝑏ሻ ൌ 𝛼 ቀ1 െ
ఒ

௕ିఋ
ቁ  ሺ𝛼, 𝜆 ൐ 0ሻ ………………………………………（5.1） 
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ここで、α[Ω]は無限遠における接地抵抗の収束値、λ[m]は変化の割合を示し抵抗区域の広さ

の目安になる変数で、δ[m]は調査域からみた見かけの接地極の原点で、接地極に近い測定点

の双曲線近似からのズレを吸収する役割も担っている。変数を 3 つ使用するため、仮の原点

を基点とする任意の直線にそって抵抗値の位置依存性を（b1,R1）、（b2,R2）、（b3,R3）の

ように 3 組測定して式（5.1）へ代入すると、連立方程式を解くことで収束値 α を以下の式

で計算できる。 

 

𝛼 ൌ
ሺ௕యோయି௕మோమሻሺோమିோభሻିሺோయିோమሻሺ௕మோమି௕భோభሻ

ሺ௕యି௕మሻሺோమିோభሻିሺோయିோమሻሺ௕మି௕భሻ
 ………………………………（5.2） 

 

 この手法では、抵抗値の変化を利用して収束値を推定するため、抵抗区域内すなわち太陽

光発電設備の近傍で測定を実施できる利点がある。なお、パーソナルコンピュータ等を用い

れば 4 点以上の測定点による回帰分析を行うことで収束値を推定できるが、式（5.1）はあ

くまで適用範囲のある近似式であることから、いたずらに測定点数を増やしても推定値の

確度が向上するわけではない。 

FREA 内の 250kW-太陽光発電設備（架台脚の接地領域：東西 67m×南北 50m、根入れコン

クリート基礎上に金属鋼材をボルト止め:図 3-9×42 個、すべての PV モジュールおよび架台

は等電位ボンディングで連結、設備北側の敷地内に接地棒 6 本を並列施設）において、太陽

光発電設備端から約 25m 以内での接地抵抗測定値の距離依存性の測定結果の例を示す。代

表点 3 点により、太陽光発電設備の接地抵抗値を 0.78Ωと推定した例について、その測定概

要を図 3-13 に、データ解析結果を図 3-14 に示す。設備の南東の角から約 10m 北側の架台の

金属鋼材に E 極を接続し、E 極に対して東側に設置した 10 数点の S 極のうち比較的直線状

に並んだ 3 点の測定値で双曲線関数を構築し、無限遠における収束値を計算した。H 極の接

地抵抗値は 140Ω程度と比較的小さかったが、H 極から 10m 離れた位置では 0.3Ω程度、30m

離れた位置でも 0.1Ω未満ながら僅かに重畳の影響が見られた。収束値の推定に用いた点は

H 極から 60m 以上離れており、重畳の影響はほぼ無視できると考えられる。 

 

 
図 3-13 接地抵抗が変化する領域での 3 点測定の概略図 
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図 3-14 双曲線関数を用いた接地抵抗の推定例 

6. 水上設置型太陽光発電設備おける接地抵抗測定 

水については大地と同じ取り扱いができることが報告されている 9)。図 3-15 にため池に

設置された 50kW-水上設置型太陽光発電設備（福島県楢葉町）において、接地抵抗測定した

結果の例を示す。水上太陽光発電設備の架台（地上に設置された接地極と接続）に測定器の

E 極を接続し、50m の延長テストリードで伸長して岸付近の水面上に設置した S 極および

H 極により測定された接地抵抗値は 1.2Ω で、補助極を大地に設置した場合は 1.7Ω であっ

た。S-H 極間が 10Ω程度で、大地に設置した H 極の接地抵抗値（1kΩ）が水面設置の約 2.5

倍であったことから H 極による接地抵抗値の重畳を加味すると、2 つの測定値はほぼ同程

度と考えられる。したがって、水上設置型太陽光発電設備のフロート近傍の水面に補助接地

極を設置することで、地上に設けられた接地極の接地抵抗を測定することも可能であり、電

極の間隔についても地上設置の場合と同様に扱えると考えられる。また、フロートの並列極

性についても太陽電池モジュールの非充電の露出導電性部分もしくはそれと連結されてい

る金属製架台フレーム部と水面との電気伝導性に関する考察により判断できる。なお、水温

や水質にもよるが抵抗率は 100Ω･m 程度であることも多く、この事例の測定では 131Ω･m と

推定された。 
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（a）フローティング材を用いた補助プローブ 

（b）水上型太陽光発電設備（E 電極）（c）水面上に設置された S 電極 

（d） 水面上に設置された H 電極 

図 3-15 水上型太陽光発電設備の接地抵抗測定 

7. まとめ 

 市販の小型・携帯型接地抵抗計を用いて太陽光発電設備の接地抵抗測定を実施する際の

留意点を列記した。測定対象が集中極型であるか並列極型であるかを架台の構造等から判

断できれば有益である。E 極に対して S 極と H 極を一直線上に設置する必然性は必ずしも

ないため、E、S、H の 3 極を三角形に配置にすることで、測定に必要な空間を縮小できる。

このとき、H 極の接地抵抗が E 極の接地抵抗へ重畳（すなわち S 極に影響）する量は、H 極

の接地抵抗値に比例し、H-S 極間の距離に反比例する。また、H 極の形状因子を算出するこ

とで重畳量の絶対値も概ね推察できることから、E 極の接地抵抗の絶対値を加味して、必要

な測定精度を確保できる設置場所と H-S 極間の距離を決定することが肝要である。また、H

極で流入出する電流の等方性を E 極に対して確保するためには、H 極を並列極（E 極）の領

域の外側に設置する必要がある。また、E 極の領域端から H-S 極間に必要な距離と同程度を

確保した H 極を使用して測定を行い、測定結果を吟味して H 極の位置を確認することが肝

要である。 

S 極の設置に必要な空間を縮小する方法として、抵抗区域内で測定した接地抵抗の位置に

関する依存性を双曲線により外挿することで接地抵抗値を推定する方法を紹介した。この

手法の実施を含め、50m 程度のテストリード線を複数本準備しておくことは有益である。 
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